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経済学研究 4(j~2
北海道火殺 l鈴奇.9

<語究ノート>

1920年代GeneralElectric社における福利謄生

鈴木良始

はじめに

1920年代，アメリカの比較的少数の大企業に

おいて，一穀に welfarecapitalismと呼ばれ

るところ昭一連の人事労務政策が展開された。

その内容札 S.M.ジャコーピィは.r雇用保障
る三つ的領域，つまり先話機の容認、，r新i

揺鞘厚生，濯用安定ふと整理している。三譲識

のーっとしてあげられている新型の福利蘇生と

は，国体鋒験，年金，従業員持株制，利潤分寵

制，有給休暇などの f準金銭的プログラムjか

らなるもので， 1920年代の後半，出来からあっ

け雑誌，社交懇議，体育施設，

会社ピクニックなどの法主主約な福利陣生活動が

援退したのに対して，新型福利厚生は welfare

capitalismを代表する比較釣少数の大企業を

中心に実擁され，広く矢口られるようになった 170

小論は，雲監気機按産業を代表する企業として，

アメリカの1920年代型人事労務管理ここwelfare

capitalis治 的重裂な一翼を扱ったGE社の福

和厚生施策を整理することを濁じて， welfare 

capitalismの持費解明への一定の手掛かりそ

えることを目的としている。以下， GEの議科

寧生施策を)1臨に取り上げ，盤理を試みるが，そ

れに先だって GEにおける勤続(continuous

service)規程を確認しておく。というのは，以下

の福利車生施策の整礎から明らかになるよう

に， GEの襟務厚生は1920年代の新塑語利厚生

1) S.M.ジャコーピィ{笈又・木下・平尾・森喜廷)r襲用
官僚制j北海道大学随筆季刊行会， 1989年， 235-7賞。

の一般的特賓と共通して九播科厚生の濁格規

程として勤続に非常に大きな意義を与えていた

からである。

1.勤続の計算

GEではすでに1917年時点で，年金制度，ボ

ーナス様変，有給休暇割震の議格条項との関連

で，以下のごとく勤続計葬規則が定められてい

た九以下，主要な点のみ記す。

(1)持気による一時的休壊または灘用韻整に

よるレイオフは，連続して6ヶ月そ結えない

限り，勤続計算から減算されない。 6ヶ月を

超えた場合は差し引かれる。

(2)離職後(afterleaving the service of the 

Company)，手写震麗期された場合，新規従業

となる。(換脅すれば，勤続計算はゼロと

なり通算されないJ
(3)上却の「重量鞍jは以下のように定義される。

(a)自発的に「離職J(When an employee 
leaves volunta巡りした場合，あるいは

最終的に解嘉された場合江最終的にJ
definitely dischargedという表現は，レ

イオフ後再腫思きれない場合を意味する

ものと患われる)

(b)十分な説明なし 2選爵以上にわたり

事を放棄した場合(anemployee absents 

2 )向上邦訳書， 236叩7J;l言。
3 )以下，次?とよる。Char・1日sM.Ripl記y，Life i見出 Large
Ma招ufacturingPlant， Schenectady， N ew Y ork， 
1919，14-5. 
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himself from duty) 

( c)レイオフされた従業員が6ヶ月以内に再

雇用志願手続きをしていない場合，ある

いは再雇用を通知されてのち十分な説明

なく2週間以上これに応じない場合

(d)病気休職中の従業員が所属長に毎月の

報告義務を怠ったり，あるいは休職を認

められない場合

(4)休職(無給)の許可如何は，管理者の裁量に

よる(maybe granted at the discretion of 

managers) 

2.貯蓄プラン

1918年， GE各工場においてストライキが相

次いだ。 GEの貯蓄プランは，その翌年， 1919 

年から試行的に開始された。

それは二つの試みであった。すなわち， GE 

は1919年より1922年まで，従業員の貯蓄投資用

として特別社債を発行・販売した。また1920年

11月には，従業員持株プランの試みとして， G

Eの普通株5万株を従業員向けに有利な条件で

販売した。これらが初期の試みであった。

このうち， 1919年に販売が開始された

Employees Investment Bondsと名付けられ

た特別社債は，年利率7パーセント(転売禁止，

換金希望者にはGEが買い戻し)と有利で、あり，

購入予約は12000人の従業員から寄せられ，1922

年末時点で保有および購入予約(割賦支払)の合

計額が549万ドルにのぼるという盛況ぶりであ

った。

他方， 1920年末に実施された株式購入プラン

では，従業員向け売却価格は136ドルと市場価格

より20ドルも割安に設定され，そのため購入者

および予約者(割賦購入者)が殺到した。一人

10株以内と制限された購入権に対し，全従業員

の36パーセントにあたる30，747人が応募，購入

希望株数は売出し株数5万株を上回った。しか

し，特別社債とは対照的に，この従業員持株プ

ランは1921年不況下での株価下落の影響を受け

て短時日で事実上破綻することになった。すな

わち，深刻な不況下で株価が購入予約価格を下

回る事態となり 1万5千人の割賦支払い者か

らは解約が相次ぎ，残ったのは僅かに数百人，

生活にかなり余裕のあるものだけであった。そ

の後，株価は持ち直して300ドルに上昇し，それ

によって今度は逆に保有していた従業員も殆ど

が持ち株を売却するという展開となり，かくて

同プランは株価変動に影響された顕著な不安定

ぶ、りを示した。

株式投資プランでは安定した貯蓄による福利

厚生目的が達せられないと判断したGEは，

1923年1月，株式投資ではなく元利確実な貯蓄

制度として，永続的な制度を新たに発足させた。

この制度が，以後，安定的に拡大していくこと

になる。すなわちGEは 1万株の無額面株全

株を引き受けるかたちで新たにGE完全所有の

投資会社GeneralElectric Employees Secu-

rities Corporation (以下， GEESC)を設立，こ

うして設立されたGEESCは年利 6パーセント

の50年満期の確定利付き社債を発行， GE従業

員は一括購入又は割賦でこれを購入するという

かたちをとった。 GEESCは，集めた資金をGE

普通株や電力等公益事業の株式や社債に投資運

用し，その収益で従業員への利息支払いをまか

なった。

GEは，このGEESC発行の6パーセント社債

に独自に 2パーセント分をGE負担で上乗せ

し，結果 8パーセントの高い年利を約束する

かたちで従業員の貯蓄を奨励した。毎年の利息

分は社債買い増しに回すことも可能であった。

社債購入は，勤続6ヶ月以上の同社従業員で

あることが条件であり 4) 年間の購入額上限は

500ドル，また2パーセントの利息補助は社債の

4) 6ヶ月以上という勤続条件は，貯蓄制度について触
れた多数の文献中，唯一，次の1923年の社内文書に

のみ明示されている。他の文献では全く言及されて

いないが，その理由は不明である。GeneralElectric 
Company， Schen巴ctady W orks， Manual for 
Employees， March 1，1923 (本資料は中央大学関口
定一氏の御厚意による。)
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表 1 G ξ宅土貯議プラン利用状況の推移

年次 保有額

1923年米 6，118，4紛ドル
1924年7k 16，196，490 
1925年末 21，099，510 
1926年末 25，823，150 
1927年末 31，082，560 
19明年末 35，146，220 
192号年米 36，554，540 
1930正手主主 総，430，080
1931年米 43，471ぷ70

注}括弧内の数字は従業委設総数に対する社債保有者の割合

出)Annual Report幾年より

original holderに対してであり，かつ従業員が

GEを離職したり解履きれたりされずに勤続を
継続する限りで，保障された。社僚を購入した

従業員がこれを安定有不日な貯蓄として保有し続

けること，および勤続の現励が意匿されていた

といえる。

8パーセントという利患はf郊外的に筒くJ5)， 
ザ貯蓄制度はかなり高利なもの

であった。ちなみに，ブォード社の貯蓄割譲は

年利 6パ…セントであった。また確定金利では

なく優先株配誕のケースでは，ペスレヘム・ス

チ…ルおよびインターナショナル・ハーベスタ

ー社の予定義芸当率が7パーセントであった。む

ろん，持株プランの場合は，替i議録より

お高い機先株とはいえ配当可能な利益動指に左

右されるのであるから，この点でも縮交巨金和で

あるGEの貯議プランは有利であっ

1923年の発足以誇， GE従業員の保有ないし
割賦支払中のGEESC社績額の総額は表1

りに推移した。 1920年代後半，この棋度を利用

す 0) 4 i組問超え，平均保有

額は1000ドルに遺した。ちなみに，この平均採

は，同時簸のGE従難員の年設水準が単純

平均で1800ドlレ強であったから(平均年i援は後

掲表4参罷)，平均年~支の 6 蔀程度という

であったことになる。しかしな治まらまた，この

ような特別有利な貯蓄割蔑であったにもかかわ

5) Sumner H. Slichter，“Th母Curr.母役tLabor Polici日$

of Am日riむ註nlndustries，" Quarterly Journal 01 
&ono制 ics，May 1929，406. 

社事護保衛従業員数

25，000人
27，000 
30，000 (42%) 
32，000 (42%) 
33，000 (45%) 
34，000 
36，000 (41%) 
36，500 
33，900 

…人平均保予言綴

245ドル
600 
703 
807 
942 
1，034 
1，043 
1，108 
1，282 

表2 GEESCの資金遂潟先(1927年)

社 僚事 2，173，775( 6.4%) 

俊先機 16ふ27，275(49.4%) 

GE社経i議機 10，354，840 (30.4%) 

その他普通株 4，730，508 (13.き%)

合 計事34，086，398(100.0%)

出)N ational Industrial Conference Board， Empl，りee
Stock P.抑τhasePlans in the United States， N ew 
Y ork，1928， 27. 

らず，総設業員の過半はこれを利用していなか

ったという事実にも控目しておくべきである。

先に述べたとおり， GEESCは，社漬発計で得

電力会社 (GE製品の顧客企業)を

中心とした公議事業の社憐・擾先掠， GE普通
どの購入によって運用した。 1927年3月28

日時点、の資金運用先は表2の通りで，そこには

電力公議事業会社96社の証券が含まれていた。

またGEESCは大壌のGE普株を所有し，題社

の筆頭j株主であった 6)。

以上， GEの貯蓄プランについて概観した。

6 )以上の貯蓄喜プランについての記述は， GE Annual 
Report各年;NationaI lndustrial Conference 

Board， Employee Stock P;持rchasePlans in the 
United States， New York，1928，267，37; Sumner 
H. Slichter，“The Current Labor Policies of 

American Industries，" 406;Margar日tE. Duncan， 
“Personnel Practices of Two El母ctricalEquip-

ment Companies with Referen伐 toEmployee 

Training and京Telfare，"M.A. th日sis，じniv芭rsityof 

Pittsburgh， 1932， 91…2;Gerard Swope，“Manag告-

ment Coop校以ionwith Workers for Economic 

W日Ifare，"A匁持母お 01the American Acade1目:y01 
Political and Social Sciences， Vol.154 ， Mar. 
1告31，133.
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表3 代表的な従業員特殊プラン(1926年)

企 業 株式を保有す(人る従)業員数(注j) 総従業員に(%対)する比率 平l人均あ市た場価り保値有(ド株ルの) 

アメリカン・シュガー・リファイリング 1，000 24.1 979 

AT&T 57，000 19.0 1，509 

ベスレへム・スチール 35，000 53.0 338 

へンリー・ L・ドーハティ 9，000 n.a. 994 

イーストマン・コダック 15，000 67.4 1，368 

イリノイ・セントラル 1，256 n.a. 927 
インターナショナノレ・ハーベスター 12，000 n.a. 1.270 
リーハイ・コール&ナビゲーション 276 日.a. 886 

ナショナル・ビスケット 3，084 12.9 2，354 
ニューヨーク・セントラノレ 20，463 n.a. 409 

ペンシルベニア鉄道 19，500 n.a. 274 

フィラデルフィア・エレクトリック 1，035 n.a. 1，786 

プロクター&ギャンブル 4，326 43.3 5，332 

ピュア・オイノレ 1，081 n.a. 2，160 

RCA 443 22.2 474 

スタンダード・オイル・カリフォルニア 11，854 60.1 2，404 
I! -インデイ1アナ 17，416 67.0 1，403 
fノ -ニュージャ}ジー 19，135 n.a 1，896 

スィフト 13，000 24.0 1，538 

(注1)割賦購入者を含む

(出)R.W.Dunn， The Americanization 01 Labor， 1927， 153:従業員比率はMoody'sMannalより算出，ただし，一部企業をのぞいて， 1928 
ないし29年末の従業員数に対する比率であり，それゆえ表中の比率は現実よりも小さいものとなっている。

GEでは持株制度はその本性的な不安定性から
早期に放棄された。しかし，一般には， 1920年

代に大量生産型大企業を中心に現れた貯蓄プラ

ンは従業員持株制度であった。持株制度を実施

する企業は， 1917年60社， 1921年120社であった

が， 20年代に急速に広がりを見せて1927年まで

にはおよそ400社になった。急速な拡大を見たの

は戦後不況を経た後， 1922年以降の株価上昇過

程でのことであった。

新型の福利厚生事業の中でも持株制度は，従

業員に与えた影響力の最も小さなものであった

と評価されている。それはこの種のプランが事

実上大企業に集中していたばかりでなく，制度

を利用した従業員層が比較的高額所得層に傾い

ていたからだとされる。表3は， 1926年にプリ

ンストン大学が調査した代表的な従業員持株プ

ランである。制度利用者の総従業員比率が50パ

ーセントを超える企業も散見され，また保有株

式の市場価額もかなりの水準にあったというこ

ともでき，必ずしも従業員に与える影響が小さ

かったとは言えないように思われる。ただし，

こうしたプランは， 20年代の高株価の過程では

曲がりなりにも機能し得ても， 1929年恐慌後の

株価の暴落の影響をまともに受け，利用者に深

刻な打撃を与え逆効果となった 1)。

GEの場合には持株プランの不安定性を事前
に予測し，安定的な貯蓄プランを採用したこと，

および利子補給による高い利率といった点で，

一般的な持株制プランと対比すると相対的に際

立っていた。持株プランのような30年代のマイ

ナス効果はなしまた制度の利用率もかなり高

い水準にあったといえる。従業員に対する貯蓄

制度の影響力は，従業員持株制について一般に

言われるほどには小さくはなかったのである。

とはいえ，にもかかわらず， 1920年代末の同社

7)以上，従業員持株制度の一般的動向に関しては，次

の文献による。 IrvingBernstein， The Lean Years. 

A History 01 the American Worker 1920-1933， 
1960，183-4; R.W.Dunn， The Americanization 01 
Labor. The EmPloyers' Qρnsive against the 
Trade Unions， New York，1927 ，149-67 ; S.D. 
Brandes， American Welfare Capitalism 1880 

1940， University of Chicago Press，l976， 83-91; 

N ational Industrial Conference Board， EmPloyee 
Stock Purchωe Plans in the United States， New 

York，1928. 



1996.9 1920年代G巴neralElectric社における福利厚生鈴木 65 (151) 

の平均年収1800ドル以上という相対的には恵ま 表4 GE従業員の平均年収

れた状況にあっても，全体の半分以上の従業員 年 次 平均年収(ドル)

はプランの有利な条件を利用していなかったと

いう事実にも，やはり注目しなければならない。

GE従業員の賃金水準は相対的に高位にあった

1926 
1927 

1928 
1929 

1770 
1792 
1823 

1855 

とはいえ，ワーカーの多数は余裕を持って貯蓄 (出)GE Annual Report 

ができる状況でーはなかったということである。 表5 団体生命保険総額の推移

この点に関連してふれておくと， 1929年，ブ 年 次 団体生命保険総額(百万ドル)

ルッキングズ・インスティテュートのリポート

によれば，標準的世帯で基本的な生活を維持す

るには年間2000ドルが必要であり， 1500ドルの

場合にはかなり不十分だとされた 8)。しかし，

1500ドルという年間所得は，当時のアメリカの

労働者世帯のものとしては平均的な水準よりも

恵まれたものであったといってよい。ちなみに，

1929年フォード社のデトロイト地域のワーカー

の平均年収は1712ドル，しかしそれでも貯蓄ゼ

ロが3分の 2の世帯を占め， 44パーセントのワ

ーカーの家計は年収比平均およそ 1割の赤字=

支出超過であった 9)。それでも，フォードの労働

者の賃金水準は一般的水準から見ればむろん大

いに恵まれていたのである。

3.団体生命保険 (GroupLife Insurance) 

団体生命保険は，掛金会社負担で従業員をー l

括して生命保険に加入させるもので， 1920年代

の新型福利厚生プランの中でも最も普及したも

のの一つであっlた。GEでは1920年に導入した。

アメリカにおける団体生命保険制度の最初のケ

ースは1912年に現れるが，表5の保険総額の推

移からも明らかなように， '1920年代にアメリカ

企業に顕著に広がった。実施企業数は1927年約

750社，制度の適用従業員数は1927年470万人，

1928年580万人に達したと推計されている 10)。

8) R.Oボイヤー， H.M.モーレス『アメリカ労働運動の

歴史II.I岩波書店，1959年，95頁。
9 ) R.H.Zieger， American Workers， American 
Unions， 2nd ed.， Johns Hopkins U.P.，l994， 8 
10) Irving Bernstein， The Lean Year.s，180; R.W. 
Dunn， The Americanization 01 Labor，l70. 

1912年 13 
1917年 347 
1922年 1，853 
1924年 3，265 
1925年 4，500-5，000 
1927年 5，600 

(出)Abraham Epst巴in，“IndustrialWelfare Move-
ment Sapping American Trade Unions，" Cur-
rent Histoη， Vol.24 No.4， July 1926， 518-9; 
United States Bureau of Labor Statistics， 
Bulletin N 0.250， Welfare Work lor Employees 
in lndust付alEstablish押zent in the United 
States， 1919， 111; Irving Bernstein， The Lean 
Years. A History 01 the American Worker 1920 
1933， 1960， 181; R.W.Dunn， The American-
ization 01 Labor. The Employers' Ollensive 
against the Trade Unions， N ew Y ork， 1927， 
169-170. 

一人当たりの生命保険金は，一般に，男子従

業員で1000ドルであった。たとえば，プロクタ

ー&ギャンブル社は男子従業員に1000ドル，女

子従業員に500ドルを掛け，ゼ、ネラル・モーター

ズは1000ドルを掛けた。保険料の会社負担額は，

平均して従業員一人分年額10ドルといったとこ

ろで，賃金支払総額の 1パーセントに達しない

額であった。生命保険会社は，団体保険の顧客

開拓のために，諸企業に対して，僅かの負担額

でしかも労働者に与える思恵は大きい，と制度

の実施を勧誘して回った。既述のように1920年

代の一般的状況は，貯蓄をいっさい持たないそ

の日暮らしの労働者世帯が過半を占め，しかも

そうした世帯は自ら保険に加入する経済的余裕

もなかったのであるから，会社負担の団体生命

保険制度は，中高年労働者には無視し得ない意

義をもったと考えられる。そして，会社による

保険の適用は一定の勤続年数を条件としたの
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離職や解躍を避けようとする欝磯づけ効果

も，とりわけ一定勤続年数を経た中高年舜{勤者

に対しでは持ったと捻定しうる11)。

こうした機能については，年金制捜に関連させ

て後に検討する。

GEが団体生命保塁走 (GroupLife Insurance) 

したのは，常蓄制度などを導入したのと

ほぼ同じ持期， 1920年であった約。掛金はGEが

負担，勤続1年を経惑した従業飽から対象とし

従業員に掛けられる生命保験額は，

者の有無と勤続年数によって違い，被扶養者の

いる従業員については勤続1年経過後500ドルか

ら開始され，草寺毅2年経過すると750ドルに増額

る保険額が支払われたと， G E Annual Report 

は報告している。これそ単純平均すると，

あたりの支払い保険額は1100ドル強であった。

付加的鴎体生命能検

GEは1925年11月， 1920年から始めていた全

額会社負担の生命保験鋭疫に加えて，掛け金そ

詑業員自身が負担する付加的思体全保プラン

(Additional Group Life 1部 urancePlan)を発足

させた。本人負強とはいえ間体保険であるから

掛金率は割安であり，生命保険額1000ドルあた

り， 20議担入で丹々58セント，加入開始年齢の

上昇につれて高くなり60歳加入では月4.6ドル

~れ，その後も徐々に増え 5年で上限の であった。加入できる保険額は，穀業員の年収

1500ドルに還する，というもので勤続年数の撃

饗が顕著な棋度運用となっていた。この5年以

上勤続労働者に対する1500ドルという保険額水

準は，上述した1000ドルという一般的な水準か

ら克るとかなり高む制度発思後の1920年代前

半時点では， GE従業員の平均年収にほ

ずるものであった。なお，被扶養者のいな

に対する探韓額は150ドルで，勤続1年経過

後から掛けられ，保険額は以後増額はなく 150ド

きであった。

1920年の団体生命保検開始後，最初の6年間

およそ1800世帯に対し総額200万ドJレ

11) LBernstein，op.cit.，181; R.Dunn，op. cit .，170…77; U. 
S. Bur記号uof Labor Statistics， Bulletin No.250， 
We怜reWor企101'E:刑it/.の!eesin lndustrial Esおb.
lishment i河 theUnited States， 1919，111-2; A忍p.
st邑i九“IndustrialWelfare Mov側 lentSa仰 ing
American TradξUnions，" Current History， Vol.24 
No.4，]uly 1926 ， 111~2. 

12) G Eの団体然保に関する以下の叙述は次の文裁に
よる:G E Annual R邑port幾年;Gerard Swope， 
“Management Cooperation with Workers for 
Economic wξlfarぜ';General Elξctric Company， 
Sch出企ct器dyWorks， M昌nualfor Employees; C.C. 
Balderston， Executive Guidance 01 1:持d誌strial
Relations， A匁 A匁atys為、。ifEゆerie持ce01 Twenちん
Five Comμnies， Univ. of Pennsylvania Pr.， 1935， 
92ω3;忌1arg註retE. Duncan， P号rsonelPractic巴Sof 
Two Electrical Equip添加tCompanies，1932，89← 

91. 

水準により議俄500ドルから最高2000ドルとさ

れた。

この付加的生龍は，無料団体生課と問機に勤

続l年後から加入資格が与えられ，発足当初は，

j;)蔀からの従業員についてはff:離加入であっ

た。しかし，新理詫業践については，付加的関

体生保への加入が無料の賠体生保の遡用を受け

るた占むの必要条件とされ，無料部分プラス不可

部分による生命保険額の増額が督慰されるかた

ちとなった。 1926年のAnnualR叩ortは，勤続

l年以上の有資格者のうち，男女含めておパーゼ

ントが付加的生採に加入したと報告している。

同様の懇宮により， 1928年7月以降は，勤続5

年を題える45歳以下の男子従業員には加入が麗

飛継続の条件となり，強制加入となった。

従業員および45議以上男子能業員は校意加入で

あったが，女子有資搭者の73パーセント，認識

超男子の48パーゼントが加入した。 fす揺部分の

上乗せによって，万一の場合の主主命課険額は一

層有手立になったとはいえ，自己負担による

らの加入は掛金率が高く，しかも未加入念

選択する者はそれまであった無料の関体生保資

揺さと失うという点で，必ずしも全面的に歓迎さ

れる制度改革ではなかったと恩われる。村加的

生保に加入しなかった45歳趨男子詫業員の52パ

ーセントにとっては，無料の団体生保は失われ
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たのである。こうした事態には当然，労{勤者の

関に不満が出;ていたと推定されるが，資料上確

認はできない。いずれにしても， GEのような

相対的に恵まれたケースにおいても，本来的な

労様交渉に嬢介きれない会社主導の揺利厚生の

もつ一方的性格を示す一例であるように思われ

る13)。

とはいえ，樹震に加入できた労{勤者にとって

は，付加部分によりいっそう充実したものとな

った。 1925年11丹の付加的団体生保の導入から

1929年末までに， 1399世帯の遺族または労働E苦

難となった者 (tota!and permanent disability) 

に支払われた保設額総額は371万ドル，一件あた

りにして平均2264ドルとなり，付加的生保の導

入により支払い保験額がほぼ稽増したことがわ

かる。 1930年末時立で，加入者は67000人(全従

業員比約85パーセンりであり，会社負担の無

料保検と付加部分をあわせて，加入生命保険額

合計は加入者平均2642ド1v，GE従業員平均年

収のほ詰1.5告となり，むろんこうした制度のー

殻的な水準をはるかに上回るものであった。

4.ボーナス制度(SupplementaryCompensa凶

tion Plan) 

毎年1月l日と 7月I日に在職する，勤続年

数5年以上の従業員で年関根入4000ドル未満の

者に対し，直近6ヶ月間の各人の賃金収入の5

パーセント相さきが付加的賃金として支払われる

制度で， 1916年から1920年代を通じて笑擁され

た14)α

1917年のGE全体での受給者数は約22000人，

支給総額は133万ドルにのぽった。これから計算

13) 1935年の従業員向けマニュアルでは.5年以上勤続
男子従業員は，年齢に関係なくさ在員，付加的生保加
入が緩用条件と記されている。変更がいつ行われた
かは不明。 GeneralElectric， Fort Wayn在Works，
M呂nualfor Employ邑es，l935，2仏本資料は中央大
学関口定…氏のご摩慈による O
14)しかし.30年代初頭の縫善寺恐慌の深刻化そ受りで，
1931年さと最後に停止された。

表6 ~主聖書ヱ場5]IJ，ボーナス受給労働者数(1917年)

工 場 受給者数{人) 各工場の総従業長比家(%)

スケネググディ

リ ン

1:"'J'.i'アィールド

エリ

11，102 
4，346 
1，918 
311 

49.1 

34.5 
27.5 

8.9 
アォ…ト・ウェイン 734 16.8 

〈出)CharlesM. Ripley， Life i匁a Large Manufacturi・昭
Plant， Schenectady， N.Y.: General Electric Co.， 
l合19より。

すると，一人当たり平均受給額は年際60.45ドル

になる。また，受給者の平均年授はこの20倍で

あるから， 1200ドル強であった。また，同年の

ごとの受給者数とその各工場総従業員

に対する割合は，表6のとおりであった。年収

4000ドノレ未瀧・勤続5年以上}警の占める請合は

スケネクグディ工場で飛び抜けて高く，工場開

にかなり格差があったことが知られる。

1930年の実滴状況は，総受給者数38，452人，

その総従業員比率は49パーセントであり， 1920 

年代における勤続5年以上躍の増加を反映して

いた。総克姶額3，408，657ドル，一人当たり平均

88‘65ドルであった1ヘ

5.有給休蝦

GEが工場労働者に対する有給休暇制度を発

足させたのは， 1917年である。すなわち同年，

GEは，勤続10年以上の労{勤者に，年1i盟関の

有給休離を与えた。俸給従業員を除いた，各工

場における勤続10年以上の時間給・出来高給適

用の労観者数は，スケネクタディ工場3，300人，

リン工場1，482人であった(表7参照)。なお，俸

給謎業員を含めたスケネクタディ工場の勤続10

年以上の人数は4309人であった。

有結休暇制度は，1929年になって拡充されたc

すなわち，それまでの工場労働者の有休制度は

15)以上のボーナス制度については，次の文献による。
GE Annual Report; Charl母sM. Ripley， L約仇 a
Large Man詰ifacturi持gPlant，1919; G桂ner註IElectric 
Company， Schenect註dy Works， Manual for 
Employees，l宮23.
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表7 工場別，勤続10年以上ワー力一数(1917年)

工 場 ワーカー数(人)

スケネクタディ

リ ン

ピッツフィールド

フオート・ウェイン

3，300 
1，482 

250 
192 

(出)Charles M. Ripley， Life in a Large Man句facturing
Plant. 

俸給従業員向けとは格差があったが，これが同

じ扱いに変更された。それまでは10年以上勤続

で1週間， 20年以上勤続で2週間で，また有給と

いっても“fullpay"ではなかったのである。これ

が1929年春より，勤続3年以上の労働者で年1

週間，勤続10年以上では年2週間，かついずれ

も“fullpay"という同一条件に改められたω。

6 .年金制度 (GeneralElectric Pension Plan) 

新型福利厚生は，おおむね，大企業を中心に

第一次大戦期から1920年代に本格化したといっ

てよいが，その中では年金制度は比較的早くか

ら現れ，実施されてきたものである。 GEにお

いても1912年から始まり，その後次第に整備拡

充されるという歴史をたどった。 GEが年金制

度を導入した第一次大戦前は，極めて労働移動

率の高かった時期であった。 GEにおける年金

制度導入の当初の意図は，後に同社社長ジェラ

ルド・スウォープが述べているように，当時の

異常に高い労働移動率を引き下げようというこ

とであったl九後述するように，年金制度には一

定勤続年数を経過した中核的労働者に対してと

くに，労働移動を抑制する効果が顕著でーあった。

16)この充実した有給休暇制度はしかし，ボーナス制度
と同様， 1932年に停止され，復活するのは1936年に
なる。以上，有給休暇制度については， GEAnnual 
Report; C.M. Ripley，ot. cit .，12;C.C.Balderston， 
Executive Guidance 01 lndustrial Relations，95; H 
A.Millis，ed.，How Collective Bargaining Works: A 
Su仰の 01Experience in Leading American lndus-
tries， The Tw巴ntiethCentury Fund，l942， 750-

1，759. 
17) Gerard Swope，“Management Cooperation with 
Workers for Economic Welfare，" 134. 

表8 民間企業年金プランの発足時期

発足時期

1900年以前
1901-1910 

1911-1915 
1916-1920 
1921-1924 

回答なし

合計

プラン数

5 

42 

73 
68 
40 
20 

248 

(出)N ational lndustrial Conference Board， lndustrial 
Pentions in the United States， New York， 1925， 
5. 

まず表8から，アメリカ企業における全体的

動向をみておく 18)0 1924年時点での年金制度の

実施企業数は245社，全248プランであった(複

数プランを持つ企業があるため企業数より多

い)。そのうち， 1910年以前に設立されたプラン

はそれほど多くはなく， 1911年以降1920年まで

の発足が141プランでピークをなし，第一次大戦

前から大戦期の労働市場逼迫と労働運動の高揚

期に対応している。 GEの年金制度も，背景要

因はこうした一般的動向が示すところと同質で

あった。

1924年時点の実施企業245社のうち，年金制度

の対象従業員数を回答した企業215社の対象従

業員総数は281万人にのぼった。また別の調査で

は， 1929年時点で年金制度実施企業は364社，対

象従業員数は375万人であった。このように年金

制度は1920年代，かなり広く実施されていたよ

うにみえる。ただし，とはいえ対象従業員数の

多い実施産業は予想外に偏っていて，鉄道及び

その他の公益事業，そして金属産業に相当集中

し，この 3つの産業で1924年の対象者281万人の

18)以下の叙述における年金制度の一般動向に関して
は，次の文献を参照した。 National lndustrial Con. 
ference Board， lndustrial Pentions in the United 
States， New York， 1925; S.D.Brandes， American 
Wellare Catitalism，103-9; Abraham Epstein， 
“lndustrial Welfare Movement，" 519; L. D 
Wood，“lndustrial Pention Plans，" American 
Federationist， Vol.33 N 0.7， July 1926; United 
States Bur巴auof Labor Statistics， Bulletin N o. 

250，107; lrving Bernstein， The Lean Years， 181; 
R.W.Dunn， The Americanization 01 Laboη181-7. 



1996.9 1920年代G巴neralElectric社における福利厚生鈴木 69 (155) 

表9 企業規模別年金対象従業員数

従業員規模 企業数 年金対象従業員数(Xl，OOO人)

1，000人以下 57 30 
1，001--3，000 55 104 

3.001--10.000 55 315 

10，001--25，000 19 287 
25，001--50，000 16 572 

50，001人以上 13 1，508 
回答なし 30 

合計 245 ~ 2，815 

(出)NICB，op.cit.， 7. 

うちの85パーセントを占めた。

また，企業規模別では圧倒的に大企業にかた

よっていたといえる(表9)。すなわち，従業員

規模 2万5千人以上のわずか29社で， 1924年時

点の年金制度対象従業員全体のほぼ4分の 3を

占め，規模1万人以上の48社では， 84パーセン

トを占めていたのである。 1920年代，大企業に

働く労働者のみが私的年金制度の思恵を受けて

いたといっても過言ではなかったのである。お

そらしこのような傾向は，既述の団体生命保

険においても多かれ少なかれ同様であったので

はないかと推定される。

1912年から実施されたGEの年金制度は，一

般的動向と同じく，会社が全額負担する無拠出

年金であった1九最初の10年間はGEの企業資

産から年金基金を財務的に分離していなかった

が， 1922年になって，保険数理に基づいて将来

の必要支払額が算出され基金化され，以後毎年

基金は積み上げられていった。表10に示すよう

に，200万ドルがら始まった基金額は1927年には

500万ドルを超えた。さらに，後述するように，

GEはそれまでの無拠出制年金に加えて， 1928 

年 7月より，新たに拠出制の付加年金制度

19) GEの企業年金制度に関する以下の記述は，次の文
献による。 GE Annual Report各年 Gerard
Swope，“Management Cooperation with Workers 
for Economic Welfare，"134-5; C.C.Balderston， 

Executive Guidance 01 lndustrial Relations， An 
Analysis 01 Experience 01 Twenfy-Five Com-
panies，91-2; Margaret E. Duncan， Personel Prac-
tices of Two Electrical Equipment Companies，83 
-9; General Electric， Fort Wayne Works， Manual 

for Employees， 1935， 23-5. 

(Additional Pension Plan)を発足させ，表10が

示すように， 1929年の基金額は，この付加年金

基金を加えて1200万ドルを超える充実ぶりを示

した。

NICBが行った1925年11月時点の300の年金

制度の調査結果によれば， GEのように保険数

理に基づいて管理されているものは1ダース未

満，将来の支給を財務的に確実にするために基

金化しているのは，わずか5プランのみであっ

た加。

1920年代の私的年金制度は，年金制度の存続

と将来の年金支払いにおける企業側の法的支払

い責任や義務を伴うものではなく，制度規定上

はあくまで会社によりボランタリーに始められ

た善意以上のものでトはなかったのである。たと

えば，運営規程には次のような条項が会社の責

任免除を確保するために含まれるのがごく一般

的であった 「この年金制度は，当社の任意

の意志によって (voluntarily)設立されたもの

であり，当社の意向によっていかなる時点でも

改訂，停止，廃止されうる」。

GEの制度は，基金化によって財務的安定性

を実質的に確保し，その点で先進的な部類に入

るものではあった。しかし，そのGEでさえ法

的形式においては企業の裁量権を制約するもの

ではなく， GEは制度の停止・改廃権を留保し

ていた。 1920年代のアメリカ企業の私的年金制

度は，制度の客観性の程度の点で，以下の3つ

に分類される。第1はインフォーマル・タイプ

で，制度運用上の規程がなく，従業員毎に雇用

主が判断して個別処理するもので，古くからあ

るタイプであった。第2のタイプは，必要勤続

年数・支給開始年齢・年金額計算式など規程は

あるが企業側の裁量性が強いもので (formal

discretionary type) ，企業規模が大きくなると

この第2タイプが多くなる。第1タイプより制

度の客観性は進むが，規程そのものの改訂や制

度そのものの廃棄がいつでも任意に出来るよう

20) L.D.Wood，op.citリ860.
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表10 GE年金制度の運用状況、 1922-31年

年金基金額 年金受給者数(人)
年間延受給者数(人)

受給者比率問〉 l人平均受給額世3】

(x 1，000ドル) (年末時) (%) (ドノレ)

1922年末 2，000 n.a. n.a. n.a. n.a. 
1924 IJ 2，716 n.a. n.a. n.a. n.a. 
1925 IJ 3，296 n.a. n.a. n.a. n.a. 
1926 IJ 4，260 501 562 0.8 538 
1927 IJ 5，000超 607 673 0.9 562 
1928 IJ n.a. 877 953 1.3 540 
1929 IJ I 12，168惜 U n.a.I，1281.5655  
1930 IJ I 16，505他日 1，287 1，386 1.6 652 
1931M|20，125uIJ日 n.a. n.a. 885 

(注 1)付加年金を含む (注2)年金延受給者数/前年度末総従業員数で算出。
(注3)年度途中死亡者・年度途中受給開始者が，年間延受給者数の約l割であり，通年受給の年間受給額は表中の数
字より大きい。

(出)Annual Report各年o

な規程になっていて，あくまで裁量権は企業側

に留保されている。従業員の個別の扱いにも裁

量性が残っていた。第3のタイプOimitedcon-

tractual type) は， 1920年代の年金制度として

は最も客観化の進んだ、もので， GEはこのタイ

プであった。それはしかし，数ヶ月の予告期間

をおけばいつでも制度を変更又は停止する権限

を企業が留保する点では，第2のタイプと基本

的に違いはなった。異なるのは，現に既に支給

を受けている年金受給者については制度の停止

や変更を行わずに支払いの継続を保証する，と

いう点であった。制度の存続そのものをたとえ

わずか一世代先であろうと保証したようなプラ

ンは，皆無であった。 GEの無拠出制年金は基

金化によって実質的には安定性を保証したが，

形式的な権限義務関係では第3のタイプにとど

まった21)

GEの無拠出年金の支給条件は，勤続年数20

年以上で定年退職する従業員で，定年は男子従

業員は70歳，女子は60歳であった。支給額年額

は， [退職前10年間の本人の平均年収]x [乗
率]x [本人の勤続年数]で算出された。この乗

率は1.5パーセント (0.015)であり，したがっ

てたとえば30年勤続の場合には，退職前10年間

21) National Industrial Conference Board， Industrial 

Pensions.，l3-15， 47-56，147 

の平均年収の45パーセントが年金額であった。

表10が示すように，拠出制付加年金の上乗せ効

果が現れる以前の平均年金額は，年600ドル程度

であった。 AnnualReportによれば， 1930年の

GEの年金受給者の平均勤続年数は28.8年，

1931年では29.6年であったから，退職前10年間

の平均年収のほぼ4割強を会社全額負担の無拠

出年金から得ていたことになる。

なお， 1928年に新たに拠出制付加年金が発足

して以降，勤続20年以上の男子従業員で70歳よ

り早く退職=支給開始を希望するものには年齢

条件が柔軟化され， 65歳まで早められた。それ

に伴い，上記算式における乗率は，次のように

定められた。

65歳退職・支給開始 0.01165 

66歳 庁 0.01223 

67歳 ノY 0.01286 

68歳 庁 0.01353 

69歳 11 0.01424 

70歳 /f 0.015 

年金制度の従業員への影響

1920年代，実際の年金受給者数そのものはけ

っして多くなかったことは， GEに関しても既

掲の表10から知ることができる。アメリカにお

ける一般的動向も同様であり， 1924年12月の

NICB調査による215社合計でも，受給者は1社
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平均167人，総数35，953人にすぎなかった。 215

社の年金制度下の総従業員数比では1.3パーセ

ントであった。これは，年金支給条件が一般に

20~25年という長期間の勤続を達成した者に限

られたこと，また受給開始年齢が男子で65~70

歳と当時の平均寿命を考えればかなり高齢であ

ったことによる22)。

とはいえ，これにより年金制度が，それを実

施していた企業の労働者に与えた影響が小さか

ったと軽々に判断することはできない。年金制

度は大企業に集中していたことは既に指摘した

が，その大企業では1920年代に，従業員の企業

定着率は安定化傾向を見せ，長期勤続者の割合

は上昇していた。たとえば， GEにおいては，

Annual Reportによれば， 1928年の同社の従業

員中で勤続5年以上層は実に58パーセントを占

めていた2九また， 1908年時点での従業員のう

ち，およそ四分の一 (26パーセント)が20年後

の1928年にも勤続していたという。こうした長

期勤続層，とりわけ中高年労働者においては，

年金制度が強く勤続の継続を促す作用を果たし

たと考えて間違いはない。離職することは，た

とえ再雇用されたとしても，勤続計算(continu-

ous service)が振り出しに戻り，年金取得の可能

性を失うことを，また資格条件は満たしても年

金計算額の減少を意味したからである。

勤続が振り出しに戻るのは自発的な労働移動

の場合だ、けではなかった。年金運用規程にはし

22)年金制度の平均的な支給開始年齢は65歳，必要勤続

年数の平均値は22年であった。 L.D.Wood，op.cit.，

858. 

23)関連して，関口定一「プレ・ニューディーlレ期GE
における雇用政策の展開Jr商学論纂』第37巻3・4号，
1996年3月，を参照されたい。同論文639頁では， G

E の20年代の 5 年以上層の比率を40~42パーセント

としている。算出根拠とされているのは「特別ボー

ナスj適用者数である。「特別ボーナスjは確かに勤

続5年以上が対象であるが，既述のように年収4000ド

ル超の従業員を支給対象から除外する制度である。

それゆえ，勤続5年以上層比率は少なく算出されざ

るをえない。ちなみに同頁の数字から逆算すると，

5年以上勤続層の 3割弱は年収4000ドル超の従業員

であったことになろう。

ばしば，ストライキへの参加が離職行為(leav-

ing the service)とみなされ，それまでの勤続計

算を失うことが明記されていた。この事情は，

第一次大戦期から大戦直後に相次いだストライ

キにおいて，将来の年金受給有資格者ないしそ

れに近い従業員層がストライキ破りの側に加わ

った背景の一つであった。彼らは周りの労働者

とともに工場を出ることで年金をふいにするこ

とを麗跨せざるをえなかったのである。

GEにおいて，その年金制度運用が，以上の

ような性格をもったか否かは不明である。同社

の勤続Ccontinuousservice)計算の規程でも，

既述のように，自発的に職を離れた(leavingthe 

service)場合は，勤続計算がゼロとなるとされ

ている。この「職を離れるJという表現の含意
が，文字通りの離職に加えて争議行為への参加

をも意味する事例は，アメリカ企業に広く見出

されたことであった24)。しかし， GEにおいてこ

の点がどう運用されていたかは確認できない。

ただし， GEの場合にも 6ヶ月以内のレイ

オフとは異なって解雇者の場合は，もちろん，

それにより，たとえ再雇用されてもそれまでの

勤続記録を失う規程になっていた。したがって

年金制度は，長期勤続の中高年労働者に対して

は，フォアマンとの関係で従順・保守的方向に

その行動を導く機能を果たしたとみるのは，無

理な推定ではない。むろん， 1920年代， GEに

おいてもフォアマンがどの程度，労働者の雇用

身分に影響力を行使していたのかが明らかでな

ければ，この推定は無理がある。しかし， 1920 

年代には一定の制約を受けるようになったとは

いえ， GEにおいてもフォアマンは，仕事の割

24)ストライキ参加を事実上指すものとして次のよう

な規程が広く使用された一一「職を離れたものは

(persons who leav巴sthe servic巴)それによって年金
の権利を放棄したことになるJoN ational lndustrial 
Conference Board， lndustrial Pentions，27-8; S. 
Brandes，op. cit .，105. 1927年， 43年間勤め続けた鉄
道会社を退職した労働者は， 1920年のストライキに

参加していたことを理由に，勤続年数はそれ以後の

7年分しかないと会社から告げられた。 R.Dunn，o戸.
cit.，l87. 
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りさきて， 昇進， かなりの権力 し続

けていた2ヘブォアマンは芳鰭者の伊業能力を

ん B，Cの3段階に段諮評価していたし，そして

その評錨の協い労{勤者は，レイオブ決定におい

てはもちろん，再麗用についても極めて不利な

立場に立たされていたのであるからZ勺この推

定は紫理なものとはいえない2η

付加年金(AdditionalPension Plan) 

付加年金は1928年12丹製設され，同年7月に

遡ってき経撞に移された。勤続1年以上の従業員

から加入資格が与えられる。権業員岳主きが掛け

る拠出舗であるが，年金受給葱の充

ために以前からその発足が多数の労働者に

よって盟まれていたものであった。たとえば，

スケネグタディ工場では1924年から誌に付加年

金制捜が要望され，工場の多数の部門から議求

まで提出されていたο しかし，経営側

初これに応、じず，スケネグタディ

側の意向で，詫業員の要求とは全く内容の異な

る制度として成立することになった。すなわち，

の痕病時等における鰻利子貸狩を中心機

能とする reliefand loan planが1926年に導入

された。経営鶴からあらためて吋部的年金制度

が全社的に提示されたのは，ぞれからさらに 2

年後であった2ヘ

25) S.M.ジャコーピィ{荒又・木下・平尾・議訳)r雇用
窓僚骨量ul北海道大学菌室撃刊行会， 198吉年， 232-3]要。
26) :Vlargaret D. Meyer，“Study of W orks Counci1 of 
General Electric，" The Journal 01 Electrical 

Workers and匂erators，Mar. and Apr.1929 (本
資料は札幌大学王子滋武久氏のど燦窓によるれまた次
も能力野織の低い務がアォアマンによってレイオフ
される状況を示唆している。“Gradingof General 
Electric Employeεs" The Iro招 Age，Nov.1，1923. 

27)ジャコービィは20年代の新型福利照会の性格につ
いて，勤続の適格条件がブォアマンへの抵抗や綴ぎを
活動受抑販する効果安楽たした，と述べている。い
わば忠誠a忠勤が綴利厚生の条件?あり， r新しい楢

欠勤，遂刻などを統制する

ためにも広く役立てられた。 M.ジャコ}ピィ，
よ務委， 237，379頁。この点， GEも例外とは言えな
カ〉っTこ。
28) Margaret D. M告yer，“Studyof Works Council of 

付加年金制度の発足捷は，従米の会社負担の

無拠出制年金は拠出年金への加入者に繰って適

揺されることに変更され，付加年金への加入が

れた。またその政策的方舟の…環として

きらに，発足時に勤続年数5

45議以下のものについては，付加年金への加入

を震舟条件(ニ強制加入}とされた。 45歳以上は

任意加入とされたが，それでも 9裂を超える権

したという o 怒らに付加年金発足以

降の新規羅い入れ者については，年齢無関f系に

全員一律に験読5年以後は拠出年金への加入が

震用条件とされた。 1920年代半ばむ謁査では，

年金銭疫を実施していたアメリカ おける

む平均水準は500ドル袈度であったか

GEでは，勤続5年以上の従講義署

に付加年金を強制適認することにより，

アメリカ企業の一鍛的動向と比較してかなり充

実したまい金制度へ，勤続5年以上の長期勤続層

を政策的に組み込もうとしていたといえよう。

これらは語体生命保険制度の場合と問様の政策

的扱いであった。

なお，付加年金安部えることで，加入者は，

これまでの無機出年金のほぼ1.5告の年金額を

受け取るこヒができるように掛け金慈が設計さ

れていた。掛け金率は加入轄の年齢で決まり，

以後一定であり，11t年齢加入ほど低率であっ

議{昌率は年1&の1.5パーセントであり，その適用

はお裁までの加入者であり，加入年欝が上がる

につれ， 35設で2パーセント， 40歳2.5パーセン

ト，加藤6.0パーセントと上昇した。捧け金は半

Gener設1Electric." G EのAnnu設1Report はJQJ1制
度の毒事入はスケネグタディ工場者)WorksCouncil 

の要要求によるものと報じているが(Annual fミ邑port

1927)， Works Councilが要求したプランは付加年金

に関するもので， これは緩営側からiS予定dれ，成立
したものはCouncilの要求とは異質のものだったの

である。従業員からの額き取り等を滋じてスケネク
タディのWorks Councilの機能そ調査研究した
Marg設怜tMeyerによれば， Works Councilの発言

力は，福利厚生斜度についてずら影響力の小浅い非
カ;なものであった。
2ヲ)1ミ.Dunn，op.cit.，l82;L.D以Tood坤 .cit.おお R 
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表一

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

スプレイグ フォー卜・ウェイン ピッツフィールド エリー

300 
305 
200 
200 
250 
275 
310 492 
315 601 
300 751 
250 777 
325 994 2，410 900 
400 1，201 3，052 1，150 

650 4，372 7，050 3，500 

62% 27% 43% 33% 

22，600 12，644 
l引7年の
総従業員

加入率 42% 59% 

(注)加入率は，加入者数/総従業員。
(出)Charles M. Ripley，ψ.cit.， 40，43 

年毎に徴収されたが，勤続5年以上層には既述

の半年毎のボーナス(SupplementaryCompen-

sation Plan)があり，そこから差しヲ|いて支払う

ことが可能で、あった。

なお，拠出制年金は従業員各人の財産である

ことが明確化され，中途退職者や定年前死亡者

には運用利息を含めて既拠出分が基金から支払

われるよう規程化されていた。

7.共済組合(MutualBenefit Association) 

共済組合は，加入者の会費を基礎とする会員

相互の互助車邸訟であり，会員の病気・事故の際

の休業補償金，万一の場合の死亡一時金を支給

するものである。

アメリカではかなり早くから現れており，

1890年で120組合が確認されている。今世紀初頭

の労働災害保障法の成立後も，共済組合は病気

をカバーするので一層増加し， 1908年時点で組

合数は500に達し，会員数は64万人を数えた。組

合数は第一次大戦前のこの噴がピークであり，

その後は1916年425，1931年398と停滞ないし減

少した。両年の会員数はそれぞれ， 74万9千人，

82万5千人であり，やや増加するが，いわゆる

新型福利厚生の主要諸プランと比較すれば停滞

基調であり，カバーされる会員数も小規模であ

った。

GEでは，表11にみられるように， 1902年の

リン工場から始まり， 1906年スプレイグ， 1912 

年フオート・ウェイン， 1913年スケネクタディ，

1916年ピッツフィールド及びエリー工場と続

き， 1917年時点で6工場に，任意加入で会員数

合計22，675人，加入比率は44.6パーセント(同年

の従業員総数は50，800人)であった。GEにおけ

るこれ以降の，たとえば1920年代の，共済組合

の動勢を知りうる資料は入手できていない。福

利厚生についてかなり熱心に報告する20年代の

Annual Reportでも，言及はない。

共済組合は工場毎に加入労働者の自律的組織

として運営されたが，あ《まで企業内組織であ

り，労働組合の互助組織に対する代替的性格を

機能上有していた。 GEは会費の補助はしなか

ったが，事務・管理運営コストを負担して援助

し，また従業員に加入を奨励し，側面援助した。
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GEの管理運営負握額は共済組合会箆からの鍛

収会費年間総額比で1書日韓護そ占めたん入手

しうる断片的な情報から推計されうる。ちなみ

に， 1920年代の議室までは，アメリカの322の共済

組合中207総合で会社債Jjが会費の半分を負塑し

ていた。この点， GEの共済組合は，従業員の

岳主組織の彰式きをより強く保持していたといえ

る。ぞれは， GEの政策でもあった。

共務総合の支給額，負担金など

したのに対して， GEはこれそ維持したが，と

はいえ同社とて吾立った福利厚生絹策を新たに

ることはなかったとしている初。しかし，

以上にみたように， GEは1920年代に高利な従

業員貯蓄プランや，間体生命保塁走，付加的団体

生命保毅，および付加年金を新たに導入し，ま

たヱ主義労働者の有給休戦剥度を俸給従業員の水

にあわせて充実させ

なり，また時期によっても異なったが， 1917年 い

GEでは1918年，各工犠でストライ々が椙次

1921-22年の鋳造熱線二仁のストライキ敗

スケネクタディ工場の共務組合では，

i議10セントであった。絵付金は，休業擁護(sick

benefits)が週あたり男子6ドル，女子5ドルで，

連続するほヶ丹聞に合計14選分を保障上限どし

た。死亡一時金は100ドル〈会社がこれに100ドル

し，受取鱗200ドル)であった。10年後の1923

年の内容を従業員マニュアルで知ることができ

るが，選負担額が10セントと20セントの選択に

なり， ~勝保障額が告を者の場合に男子12 ドル，女

子10ドルと能になっていること以外は変わりが

ない30)。ちなみに.GE以外の共済制度の平均約

な支給条件は，最初の 1澗問経過後から遺6.93

ドノレ(1916年入 る12ヶ月罰の保障上限13

遅，死亡一時金210ドル(1917年)であっ

小括

アメリカ霞銭綾業労働溜動史を折究したR.

W.Schatzは， 1920年代に多くの金業が労働運動

の衰退に顕応するかたちで福利厚生支出を離減

30)ただし，死亡…時金は遡霊堂担額;こ関わりなく100ド
Jレで変化ないが，GEからの追加100ドノレの支給は間
体全保の未対象者のみとなっている。また，休業補
償は綴初の1週間経過後から支給されるとなってい
るが，これは発足lli初からで、あったものと推定され
る。
31)以上，次の文献に拠った。CharlesM. RipleY，G1ムcit.，
32-45; Abraham Epstein，“lndustrial Welfare 
Movement，" 519; D.Brandes， A持~erici仰 Eぬ伯作

Caρitalis持~， 93ω6; R.Duおn，Ojう.citリ62-4;General 
Electric CO.，Schenectady Works， Manual for 
Employees，l923. 

北を最後に， 1920年代にストライキは全く飽き

なかった。これを，小論で整濯した福利長率生や

障社の襲用安定築の成功に帰ずることもそれほ

ど無理ではないほどに，同時期の散企業におけ

る麗用語条件と比較して， GEで働該職を維持

することは相対的に恵まれたことであった。賃

金水準は椴対的に高かったし，かつ物鏑水準と

の見合いて?は実質上昇していた。団体生命保検，

年金制度はいっそう充突し，貯蓄制度は有利で

し，有給休曜も充実し，

年ごとに5パーゼントのボーナスも得られた。

GEの労{勤者は，党たところ，わずか10年足ら

ず前の労働連動む蕗携にみずから参加したこと

を忘れ，現状に満足しているという外観を見せ

ていたのであるお)。

このような， 1920年代の人事労務管理 wel-

fare capitalismの「成功jを轄とした杷擬の正

当性招待について全語的な換討を行うことは，

小論の限定きれた諜鰭の範囲を議えているο

1920年代の労鶴市場状説，労告義者と労働運動を

取り巻いた法的・司法的な状況， 1920年弐とい

う時代のもった漉費社会的状斑等々，総体的検

討のなかに分析の枠組みを位饗づげなければ的

32) Ron品ldW. Sch昌tz，The Electrical Workers. A 
HistηI 01 Labor at Ge河eralElectric and Wes. 
tiη!ghouse .1923働60，Universityof IlIinois Pr偲s，
1983，21.なお，多くの企業が導要利厚生支出会減少さ
せたというのも務爽に反する。停滞であったという
のが験実に近いo S.M.ジャコ…どィ，言主総邦訳芸書，
239]草署長令11参照。
33) Robert W.Bruere，“West Lynn，" Su仰の，VoL56-1，
April 1926膚
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確な判断は下せないからである。

しかし，福利厚生の検討のみからでも少なく

とも次の二点は確認しておくべきであろう。す

なわち第ーは，会社のイニシアティブによる一

方的供与・及び会社の事情によって変更ないし

停止・廃止さえきれうるという，福利厚生の一

方的性格であり， GEにおいてもそれは例外と

はいえず，付加年金の成立プロセス，年金制度

の性格などに典型的に現れていた。

第二に，福利厚生の思恵を受けるための適格

条項としての勤続の位置づけは， S.M.ジャコー

ビィも1920年代の福利厚生の特質として指摘し

たものであるが3ヘGEの福利厚生制度におい
ても際立つたものであった。貯蓄プランにおけ

る社債の購入は勤続6ヶ月以上 2パーセント

の利子追加は勤続の継続が条件であり，また会

社負担の団体生命保険は勤続1年後から始まっ

て以後掛けられる保険額は500ドルから次第に

増加し，勤続5年以降の労働者に会社は1500ド

ルもの保険を掛けた。また，半期ごとのボーナ

ス制度の適用を受けるにも勤続5年以上が必要

であった。有給休暇は，勤続10年以上から年1

週間分与えられ， 1929年にはこれが2週間にな

り，勤続3年以上から年1週間の有給休暇が与

えられた。最後に，年金受給資格を得るために

は勤続20年を必要とし，しかも受け取る年金額

は勤続年数に応じて計算される仕組みであっ

た。

このような勤続条項の各福利厚生施策へのき

め細かい配置は，労働移動抑制に対する福利厚

生の効果は小さかったというジャコーピィの一

般的評価にもかかわらず，少なくとも GEにお

いては，長期勤続を促す役割を果たしていたと

考えるのは無理で、はない。勤続5年後のボーナ

ス制度適用は，年収の 5パーセントという無視

できない金額ゆえ，たとえば勤続3年を越えた

ような労働者には意識されざるをえなかったで

あろう。 1929年に俸給従業員並に引き上げられ

34) S.M.ジャコービィ，前掲邦訳書， 236-7頁。

た勤続3年以上という，年1週間の有給も魅力

であっただろうし，勤続5年を越えた労働者に

は次の10年という基準が多少とも意識されたも

のと推定される。団体生命保険や年金は，勤続

5年を越えた中核的労働者には，それらの付加

的プランへの加入の事実も加わって，それを失

う損失を考慮せざるを得なかったはずである。

それゆえまた，この勤続条項はいま一つの重

要な機能を福利厚生に与えていた。勤続条項の

持つこの機能は，労働移動の減少効果に否定的

評価を与えたジャコービィの場合も正当に認

め，次のように述べている35)。

「勤続条項のせいで停職，ストライキ参加，

あるいはその他の『不実な』行為によって勤務

記録に切れ目のある労働者は， (切れ目により勤

続が振り出しに戻るため)福利厚生給付を受け

られない。だから労働者は，どんな組合活動で

も犠牲を覚悟しなければならないことになっ

た。このように勤続と給付を結びつける扱いは，

もっとも組合に参加しやすくかつもっとも福利

厚生給付を受けやすい熟練労働者を念頭におい

ていた。J(括弧内は鈴木)

経済の大海の中で企業という島に定着し，そ

ればかりかその協調者たることを受容して協調

という企業の絶対の要請から逸脱しない限りで

与えられるという福利厚生制度の性格は，たと

えその枠の中で行動する限りは忠勤の長期勤続

労働者として相対的に恵まれた労働諸条件を享

受しえたとはいえ，一定の抑圧的性格を拭うこ

とはできなかった。労働現場でのフォアマンの

目を気にした日々の労働が要求されていたであ

ろう。 1920年代，生産現場では科学的管理法な

ど仕事規律への企業論理の、浸透がこれと相即の

関係にあっただろう。 GE社の福利厚生は相対

的に洗練されていたとはいえ，こうした性格を

免れていたとは必ずしも言えない。少なくとも，

免れていたことが確認されてはいない。

この点については今後引き続き慎重な検討を

35)同上， 237頁。
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加える必要があろうが，雇用と生活の安定とい

う明るい側面の裏におけるこうした抑圧的性格

の伏在が，福利厚生制度に限らず1920年代人事

管理の裏面であった可能性は高い。もしそうで

あるとすれば， 1920年代の労使関係の「安定J
は明るい面のみから理解されるべきものではな

く，暗い面に補完されることを不可欠としたあ

くまで相対的安定であったということになる。

そして，かかる展専の上に立って welfare

capitalismの1930年代における崩壊を眺望す

る場合には，それはたんに明るい面の崩壊ゆえ

ではなく，裏面の崩壊とも不可分に関係した歴

史展開として理解されるべきことになるであろ

う。小論の検討は，このような1920年代理解へ

の仮説的な手掛かりを得たことで，ひとまず了

としなければならない。

(付記)小論は， I平成 5~7 年度文部省科学研究費総

合研究AJの助成による研究成果の一部であ

る。
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